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01　空き家問題の現状
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空き家問題の現状

2023年の総務省「住宅・土地統計調査」では、空き家数は900万件で過去最高に。

世帯数の増加期でも空き家は増えてきたが、世帯数が減少に転じることで急増することが懸念される。



02　空き家による経済損失

4



空き家による経済損失

レイヤー1の地域において長期空き家が発生した場合は、外部不経済性による近隣の地価下落が生じる。

レイヤー2～3の地域が広がって利用しづらい空き家が増加していく。

出展：東京大学CREI研究紹介 （空き家の外部不経済に関する研究のメディア向け説明会）

● 数年（4年以上）にわたり継続している長期
空き家の外部性は、約50ｍの範囲に及び、
50m以内の長期空き家数が1軒増えるごとに
周辺の住宅の取引価格が約3%低下する

● 外部性の少なくとも一部は、市況の影響よ
りも、住環境の悪化によると考えられる

● 近隣に長期空き家が少ない地域ほど長期空
き家の存在が際立つ ために、外部性が観察
されやすい

出展：長期空き家の負の外部性：東京圏の人口減少都市における検証

● 長期空き家が解体される前年において、長
期空き家から50m以内で取引された住宅の
成約価格が低下。

● 「その他空き家率」の低い自治体ほど、外
部不経済が観察されやすい。

出展：空き家の外部不経済空き家解体工事実績データを用いた検証



空き家による経済損失

2023年11月にクラッソーネが実施した空き家に関する調査では、

回答者の半数が 戸建て住宅の空き家があったら 住まいの地域の満足度が「下がると思う」と回答。
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空き家による経済損失

2018年から2023年の5年間で増えた33万件の長期空き家（戸建て）のうち、

8割にあたる26.4万件を外部不経済が発生する「近隣住民のいる長期空き家」と推定すると、

3.89兆円の経済損失と766万人のQOL低下が生じたとみなせる。


